
４．財務状況

『収支報告書概要』

　本法人は、３地区（福島部門、調布部門、北九州部門）の体制で、学校を運営してまいりましたが、令和５年

　令和６年度事業報告・収支決算については、学院監事及び公認会計士による監査を受けた後、理事会・評議

員会に諮りその承認を受けています。

　事業計画については、中期経営計画に基づく当年度事業計画の遂行に努め、必要な予算措置の下で、適正な予

算執行を行い、事業を展開いたしました。

　特に、教育環境の整備については、福島部門では平成２４年度から２７年度までの４年間で実施した「東日本

大震災復興１０カ年プラン」に基づく整備計画が一段落し、平成３０年度以降は、通常の維持・メンテナンス

及び設備の更新が中心となっています。

　教育設備は、ＩＣＴ教育の展開に関連して、各設置学校の実情を踏まえた充実が図られています。

　これら一連の施設に関連する大型整備計画は完了を見るに至りましたが、各部門とも教育環境の整備について

は、必要に応じながら計画的に進めて行くよう努めています。

　活動区分資金収支計算書では、教育活動資金収支差額で２６０，０９８千円の支出超過、施設設備等活動

資金収支差額で１０４，７１９千円の収入超過、その他の活動資金収支差額で９４，７１０千円の収入超過

となり、翌年度繰越支払資金は前年度比６０，６６９千円減の２，７５６，９５０千円となりました。

　事業活動収支計算書では、教育活動収支差額で３６９，４６８千円の支出超過、教育活動外収支差額で

３０，５４２千円の収入超過、特別収支差額で２５０，３６８千円の収入超過となり、翌年度繰越

収支差額は基本金組入額が△１３７，９８７千円及び基本金取崩が１６０，００７千円となったことから

△１，６８０，９２８千円へと変化しました。

　貸借対照表では、正味資産(純資産)は７，００９，８９９千円となりました。

４月１日をもって北九州部門を分離し、福島部門と調布部門の２地区体制へ移行して２年目の決算を迎えました。


